

                                                              70名参加


渥美裕資弁護士が、「申請にあたって重要なのは定款。いわば、会の憲法で、組織の運営を将来にわたって拘束する。幾つかのサンプルを検討した結果、多くの市民団体のものは、現在の内容･記述では不十分。法人格申請前に定款（会則）の修正や変更手続きが必要だ」と指摘。「その他の書類は、6月24日に「総理府令」で一定のモデルが提示された。三重県はもっと詳しく様式や内容を公開しながら討論している。これらを見る限り、むつかしい書類ではない。申請時に機械的に処理できる」（同氏）とのこと。（ＮＰＯ連絡会では学習会のテープを起こして、会員には近日中に送付する。また、申請手続きについて引き続き調べるという）   

会員募集中！TEL&FAX０５２－９３０－０７００




●「まちづくりへの提言－多文化共生の地域を創る」

時：８／２７（木）10:00－16:30                           所：豊田市国際交流協会

内容：基調報告「魅力的なまちを目指して」(田村太郎・多文化共生センター事務局長)

      事例発表「パートナーシップで進める外国人児童の教育」（筒井博美大阪市教育委員会）、

      「外国人住民側からの共生の地域づくりへの発信」（伊藤育雄ＮＩＣ豊橋）、｢外国人とのコ

       ミュニケーション豊かなまちを目指して｣（小林利雄･長野商店街連合会会長）

問合せ：ＴＥＬ０５６５－３３－５９３１（豊田市国際交流協会） 

●「マルチメディア時代の医療と福祉－近未来型の医療と福祉を如何に実現するか」

時：８／３１（月）13:30－16:30           所：愛知県社会福祉会館（愛知県産業貿易館西館）

内容：基調講演「介護保険制度と情報化の展望－新しい介護のあり方をさぐる」

        生田正幸･龍谷大学短期大学部社会福祉科助教授

      報告①「遠隔医療情報ネットワーク実験」(岩田彰・名工大教授)

      報告②「ＴＶ電話を利用したコミュニケーション実験」（小栗宏次･愛知県立大学教授）

      パネルディスカッション「高齢化社会における介護・医療システムの展望と課題について」

問合せ：科学技術交流財団（ＴＥＬ０５２－２３１－１４７７）


21世紀におけるまちづくりのあり方を探るために、市民(団体)、ＮＰＯ、行政、企業、シンクタンクや研究者が交流し研究するために実行委員会方式で、1998年から2000年まで毎年秋に開催される。集会では、インフォメーションコーナーや分科会も設けられ、1年目が「出合いと交流の場」、2年目が「討論」、3年目が「（21世紀への）提言」がコンセプト。3年間で事業を終わること、“まちづくり”の意味を広く解釈して広汎な人々の出合いを実現することが特徴。

「阪神淡路大震災の教訓化」「まちづくりの主体や市民参加システムの研究／行政と市民のパートナーシップの具体的展望」「文化財や歴史的建造物を生かしたまちづくり」「学生や若者のまちづくりへのアプローチ」「福祉問題や高齢化社会、国際化社会を見据えた共生のまちづくり」「環境の保全と開発の総合的検討や都市と農村の連携。農山村・都市中心部の活性化問題」「海･川･雨水利用･上下水道など”水“問題」などが分科会として検討されています。


代表：中田實（愛知学泉大学コミュニティ政策研究所長)／副代表：昇秀樹（自治体学会東海ブロック会議代表）、間瀬寿夫（ＮＨＫチーフカメラマン）、水谷友彦（愛知建築士会トリエンナーレ委員会委員長）、モンテ・カセム（市民フォーラム21・ＮＰＯセンター代表理事）、吉島 隆子（財：三重社会経済研究センター主任研究員）、渡辺豊博（グラウンドワーク三島実行委員会事務局長）

まちづくり交流フォーラム                                  会員募集中！

連絡先／ＴＥＬ：０５２（２３８）１６００   ＦＡＸ：（２３８）１６０１

460-0008名古屋市中区栄3-18-1 ﾅﾃﾞｨｱﾊﾟｰｸﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ13F 地域計画建築研究所内


●「外国人医療センター」が設立されました。（８月8日）

外国人への医療支援を目的に全国ではじめて民間非営利組織として設立。医師や看護婦さんによる定期診断活動などが行われます。

連絡先：名古屋市北区東長田町3-35 名古屋ＮＧＯセンター内 TEL&FAX052（981）8020
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                   460-0003名古屋市中区錦1-7-42 702 TEL&FAX052（930）0700


                                                         発行責任者／大西光夫











シーズ（市民活動を支援する制度をつくる会）の全国自治体アンケートによれば、山形県で減免条例を制定、２３の自治体が検討中とのこと。





予告!! 











（よびかけ文より）（途中略）まちづくりを都市工学や建築・土木などのハード面だけに限定せず、環境・福祉・教育・文化といったソフト面にも視野を広げ、また、いわゆる社会的マイノリティと云われる高齢者・女性・子ども・外国人などの課題への取り組みも積極的に位置づけ、そうした視点から取り組まれている各地・各領域での様々な新しい試みを掘り起こすとともに、その経験や知識・情報を交流し、自らも実際にモデル事業を開発しながら、２１世紀におけるまちづくりのあり方や中身や取り組み方などを論議しようと考えています。（中略）「まちづくり交流フォーラム」は、21世紀における新たな文化、新たなコミュニティを創造・提案し、パートナーシップ型市民社会を築くために、市民がよびかける熱いメッセージであります。（以下、略）                                           





ご  案  内


事務所を開設しました。印刷作業・ＮＰＯ関係の書籍文献の閲覧・ミーティングなどに使用します。パソコンによる種々のデーター検索も近々には可能です。


ＮＰＯ連絡会の事務所に使用します。月曜から金曜までの午後が大西の出勤予定時間です。ＮＰＯセミナーの連絡先（電話）も変更になります。


〒461-0005名古屋市東区東桜2-18-3 コープ野村702 TEL&FAX052（930）0700


  名古屋駅から地下鉄東山線で、「新栄」駅まで5分（ＪＲ千種駅から1分）、①番出口から徒歩1分。葵町交差点の西南方。近くにお越しの節はぜひお立ちより下さい。








